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〈要旨〉

　現在，ＦＡＳＢとＩＡＳＢとの間で，会計基準に関するコンヴァージェンス作業が進められ

ている。当該作業を進めるうえで，指針となるべき概念フレームワークの検討もおこなわ

れている。

　会計情報とはいかにあるべきかという問題は，古くて新しい問題であるが，当該作業に

より，会計情報が有するべき質的特性に関する変化が見られる。会計情報が備えるべき

基本的特性として，それまで信頼性（reliability）であったものが，忠実な表現（faithful 

representation）へと変更されている。

　近年，公表される会計情報には，公正価値（fair value）情報が多く含まれるようにな

っている。当該情報の増加は，会計情報の備えるべき基本的特性としての信頼性から，忠

実な表現への必然的な変更を求めるものである。
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１　はじめに

　周知のように，米国における会計基準設定主体である米国会計基準審議会（Financial 

Accounting Standards Board, FASB）と，国際会計基準審議会（International 

Accounting Standards Board, IASB）は，いわゆるノーウォーク合意に基づき，会計基準

のコンヴァージェンス作業を進めている。

　当該作業では，両者の会計基準の差異を埋めるため，会計基準作成の指針となるべき概

念フレームワークの検討も進められている。なかでも，近年，「会計情報とはいかにある



宮川　昭義

2

べきか」という視点から，会計情報が備えるべき特性（characteristics）に関する議論が

進められ，２０１０年９月に概念フレームワーク第８号（Statement of Financial Accounting 

Concepts No.8, SFAC8）がＦＡＳＢにより公表された。

　当該ＳＦＡＣ８は，以前にＦＡＳＢが公表していた，概念フレームワーク第１号（Statement 

of Financial Accounting Concepts No.1, SFAC1）および第２号（Statement of Financial 

Accounting Concepts No.2, SFAC2）に置き換えられるものであり，とくにＳＦＡＣ２に

ついてはＳＦＡＣ８の第３章（Chapter 3, Qualitative Characteristics of Useful Financial 

Information）へ配置されている。

　今日，会計情報は，当該情報の利用者が何らかの意思決定をおこなう際に，有用な

ものとなることが要求されている。そして，意思決定に固有の基本的特性（Primary 

Decision-Specific Qualities）として，かねてＳＦＡＣ２において目的適合性（relevance）と

信頼性（reliability）が挙げられてきた。これに対し，ＳＦＡＣ８では信頼性（reliability）

が忠実な表現（faithful representation）へと変更されている。

　ＳＦＡＣ２では，信頼性（reliability）について，ほとんどの誤謬（error）や偏向（bias）

が存在せず，また表現しようとするものを忠実に表現していることを保証する情報の特性

であるとしていることから1），ＳＦＡＣ８において，忠実な表現（faithful representation）

へと置き換えられていることは大きな問題ではないかもしれない。しかし，忠実な表現

（faithful representation）が，情報の信頼性（reliability）を担保するものであるかにつ

いては検討の余地があろう。

　ただし，本稿では，こうした情報の信頼性（reliability）と忠実な表現（faithful 

representation）との同質性に関する検討は，一方の基本的な質的特性である目的適合性

（relevance）との関係から見るべきだと考える。なぜなら，ＳＦＡＣ２において目的適合性

（relevance）と信頼性（reliability）は，共に会計情報が備えるべき基本的な特性として

並記されながら，信頼性（reliability）は目的適合性（relevance）に対し従属的であると

考えられるためである。

　両者は，ＳＦＡＣ２においてトレード・オフの関係にあると説明される。しかし，まず会

計情報として何を目的適合的とするかの判断とその抽出があった後に，当該情報に関する

信頼性（reliability）を備えることを条件としているのである。したがって，目的適合性

（relevance）そのものがいかなる概念であるかという視点も必要であろう。

　本稿では，このような観点から，まず目的適合性（relevance）という基本的な質的特

性とはいかなるものかについて検討する。結論から言えば，目的適合性（relevance）に

は二つの意味が存在すると考えられる。当該目的適合性の二つの意味のうち，いずれが



会計情報に関する質的特性の変化

3

信頼性（reliability）と論理的な親和性を有するかについて検討する。そのうえで，最後

に，信頼性（reliability）と忠実な表現（faithful representation）との同質性に関する検

討をおこなうものとする。ＳＦＡＣ８がＦＡＳＢとＩＡＳＢとの共同作業の遡上にあることから，

ＩＡＳＢの概念フレームワークも引きながら検討する。

２　目的適合性（relevance）が有する二つの意味

　前記のように，ＳＦＡＣ８はＦＡＳＢとＩＡＳＢとの共同作業により検討されたものであるこ

とから，ここではまず当該作業のベースとなった両者の目的適合性に関する説明を引いて

みよう。ＦＡＳＢによるＳＦＡＣ２は１９８０年５月に公表されたものであり，目的適合性の基本

となる説明は以下のとおりである。

情報が意思決定に適合するためには，論理的に意思決定に関連のあるものでなければ

ならない。論理的に無関係な情報にもとづいて誤った意思決定をおこなっても，目的

に適合した情報となることはない。かといって，目的に適合する情報を無視したから

といって，当該情報が目的に適合しなくなるというものでもない。しかし，財務報

告に関する目的適合性の意味を明確にする必要がある。具体的には，情報を意思決定

に適合するものとして識別するのは「影響を及ぼす」情報の能力を指す。（SFAC2, 

par. 46）

　また，ＩＡＳＢは２００１年４月に，財務諸表の作成および表示に関するフレームワーク

（Framework for the Preparation and Presentation of Financial Statements, ＩＡＳＢフレ

ームワーク）を採用し2），財務諸表の質的特性のなかで目的適合性について，以下のよう

に説明している。

情報が有用であるためには，当該情報利用者の意思決定ニーズに目的適合性のあるも

のでなければならない。（中略）当該情報利用者の経済的意思決定に影響をおよぼす

場合に，目的適合性を有するものである。（IASB Framework, par. 26.）

　会計情報利用者の意思決定のうち，とくに経済的な意思決定に影響を及ぼすような情報

が目的適合性を有する情報であるという点で，両者に大きな違いはない。しかし，経済

的意思決定に有用である情報がいかなるものであるか，それに対する記述は両者に散見さ

れるものの具体的な説明は乏しい。この疑問について，明示的に説明されているものがあ
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る。２００８年５月に公表されたＳＦＡＣ８の公開草案（Exposure Draft, ED）である。

　当該ＥＤは，ＦＡＳＢおよびＩＡＳＢによるＳＦＡＣ８公表にいたる過程において，関係各位か

らの意見を聴取するために公開されたものであり，ＳＦＡＣ８そのものよりも説明が丁寧で

ある。そのＥＤのなかでは，目的適合性について以下のように説明している。

目的適合性の質的特性は，資本提供者およびその他の財務報告利用者の意思決定につ

いて経済現象（economic phenomena）と関連づけられる。たとえば，当該現象に関

する意思決定の適切性（pertinence）などがそれである。目的適合性に関する質的特

性の適用には，意思決定に有用な情報を提供するという意図により，財務報告のなか

に当該経済現象の描写がなされるべき（should be depicted）との向きがある。この

場合の目的適合性とは，当該経済現象の描写ではく，経済現象そのものに注意を向け

るものである。それゆえ，目的適合性はその他の質的特性に先んじて検討されるべき

ものであろう。（ED, par. QC12.）

　また，

当該経済現象にかかる意思決定の目的適合性が確定された時点で，当該現象につい

て最善の描写がなされる忠実な表現（faithful representation）が確定される。（つま

り）忠実な表現の特性にかかる適用は，当該経済現象について提示された文言や数字

による描写が，当該経済現象に対して忠実なものとなっている（か否か）により決ま

るのである。（ED, par. QC13.）

　いま，目的適合性と対置する基本的な質的特性として，ＳＦＡＣ２およびＩＡＳＢフレーム

ワークで用いられた信頼性（reliability）と，当該ＥＤで用いられた忠実な表現（faithful 

representation）の概念が同質であるか否かに関する議論は後段に譲ることとする。ここ

ではまず，情報利用者の意思決定に有用な情報とは何かについて，目的適合性が優先され

ることを確認できたことで，目的適合性に関する検討を深めよう。

　ＥＤのパラグラフＱＣ１２では，目的適合的な経済現象の抽出について説明されているこ

とがわかる。また，パラグラフＱＣ１３では，抽出された経済現象の忠実な表現（当該表現

が信頼性を有するかについては以下に詳述）を生み出すための規定について説明されてい

る。両者の説明では，ＦＡＳＢやＩＡＳＢといった会計基準設定主体にとって，意思決定に有

用な会計情報を作成するうえで，目的適合性（relevance）が固有の基本的特性として不
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可欠なものであることが示されている。

　それでは，この場合の経済現象とはいかなるものを指すのであろうか。実はこれが極め

てやっかいな問題である。たとえば，当該目的適合的な経済現象について，ＥＤのパラグ

ラフＱＣ２では以下のように説明している。

経済現象とは，経済的資源，当該資源に対する請求権および当該資源に対する請求権

に変動をもたらす取引，事象および環境である。財務報告すべき情報とは，（現に発

生しているか，あるいは既発生の）経済現象であり，財務報告にあって文言および数

字で表現されるものである。（ED, par. QC2）

　上記説明で明らかなことは，目的適合性の対象となる経済現象が，極めて広範囲にわた

ることである。同時に，この広範囲の経済現象の中から，意思決定に有用な会計情報を作

成するために必要となる目的適合的な現象の抽出が，会計基準設定主体に委ねられている

ことも理解されよう。また，このような考えにしたがえば，会計情報の表示に関する規定

は，目的適合的な経済現象を情報利用者の意思決定に有用となるよういかに表示すべきか

によって制約されることとなる。

　たとえば，仮に会計基準設定主体が，投資有価証券などの市場性の乏しい債券につい

て，取得原価ではなく公正価値（fair value）による表現が情報利用者の意思決定にとっ

て有用であると判断した場合，当該有価証券の公正価値の見積もりに関する規定を設定す

る必要が生じることとなる。言葉でいうことはたやすいが，実際に公正価値を見積もると

なると非常にやっかいなことである。また，仮に見積もったとしても，その見積もりに用

いた計算方法が無二のものでないとするなら，当該公正価値は複数となろう。

　いずれにしても，この場合に会計基準設定主体が，情報利用者の意思決定に有用な情報

が，公正価値によるものと選択した場合，これに従った忠実な表現をどのようなものとす

るかを決める必要が生じる。したがって，目的適合性とは，一つ目の意味として，目的適

合性（relevance）とＥＤで示される忠実な表現（faithful representation）が互いに相互依

存的であり独立したものとはなり得ないことが明らかである。

　しかしながら，目的適合性に関しては，これとは別の意味でも説明されていることがあ

る。すなわち，二つ目の意味として，目的適合性を有する情報とは，情報利用者によって

さまざまな意思決定をもたらしうる潜在的な可能性（capacity）を有するものであらねば

ならないというものである。このような意味により目的適合性の説明をおこなっているの

は，これもまたＦＡＳＢやＩＡＳＢそれぞれの概念フレームワークあるいは基準のなかに散見
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されるところであるが，ＥＤのパラグラフＱＣ３において一層明確に説明されている。

資本提供者のような情報利用者の意思決定について違いを生じさせるような潜在的な

可能性を有するのであれば，当該情報は目的適合的である。経済現象にかかる情報

は，予測価値（predictive value）や確認価値（confirmatory value）のいずれか，あ

るいはその両方が備わっている場合に異なる意思決定をもたらす潜在的な可能性を有

する。（ED, par. QC3.）

　目的適合性に関する一つ目の意味によれば，目的適合性と経済現象との関係を強調した

説明がなされていることがわかる。これに対して，目的適合性にかかる二つ目の意味で

は，情報利用者の意思決定能力や，情報利用者の置かれている立場によって，意思決定に

違いが生じることが目的適合的であるとする有用な意思決定の複数性が説明されているの

である。実は，目的適合性に関する二つ目の意味は，会計学にかかる諸文献においてよく

目にするところである3）。

　このように，会計情報とその対象となる経済現象の抽出にあっては，目的適合性につい

て二つの異なる意味が存在することが理解できよう。つまり，前者では意思決定に有用な

情報を提供するための，適切な経済現象の抽出が強調される。これに対して後者では，情

報利用者によるさまざまな意思決定を引き出すために適切な会計情報の表示が強調されて

いるのである。

　しかし，現実的な問題として，情報利用者の意思決定に有用な経済現象のすべてを完全

に抽出することは不可能である。したがって，情報利用者の意思決定に有用な経済現象の

すべてを完全なかたちで忠実に表現することもまた不可能なのである。また，そうである

以上，こうした目的適合性に依存する会計情報は，必然的に情報利用者によってさまざま

な意思決定がなされることは必至である。結局，目的適合性に関する二つの意味は，前者

が目的適合的な経済現象の忠実な表現を目指しながら，複数の意思決定をもたらすという

相互矛盾も抱えていることになる。

　たとえば，主たる情報利用者を誰にするかによって，前者の意味にしたがい目的適合的

な経済現象の抽出はより容易になる一方，このことは情報利用者の多様な意思決定を引き

出す潜在的な能力を備えるべきとする後者の意味を矮小化する。なぜなら，意思決定に有

用な会計情報を目的適合的なものとするために，その対象を最初から絞り込んでいるため

である。

　また，情報利用者の多様な意思決定を引き出すことを強調すれば，会計情報として表現
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すべき経済現象の抽出方法が定まらないこととなってしまうおそれがある4）。これは，極

めて一般的な意味における目的適合性に関する説明をおこなっているために，対象となる

情報利用者の具体性を欠いているからである。

３　目的適合性の妥当性

　さて，目的適合性には主に二つの意味が存在することが確認されたうえで，両者の

いずれに論理的な首尾一貫性があるかについて検討してみよう。すでに目的適合性

（relevance）と信頼性（reliability）との関係については，ＳＦＡＣ２のパラグラフ９０にお

いて説明されている。

信頼性（reliability）と目的適合性（relevance）は，しばしば相互に対立することが

ある。目的適合性を増大させるために会計方針を変更する場合，信頼性を損なう場合

があり，その逆もありうる。また，目的適合性と信頼性のいずれが増大したかあるい

は減少したかが判然としない場合もある。（中略）現在原価（current cost）の決定

には不確実性がともない，またその見積もりについても差異が生じるものと思われ

る。この差異があるために信頼性の要素である検証可能性（verifiability）または表

現の忠実性（representational faithfulness）が損なわれることがある。情報利用者に

とって実際に有用であるか否かは，明らかに目的適合性と信頼性の相対的な重要性に

依存している。（SFAC2, par. 90.）

　また，ＥＤのパラグラフＱＣ１４では，

基本的な質的特性としての目的適合性と忠実な表現は，異なる方法において互いに有

用な意思決定に寄与するものである。非目的適合的な現象についての忠実な表現は，

意思決定の有用性に寄与しない。同じように目的適合的な現象について非忠実な表現

も意思決定の有用性に寄与しない。よって，非目的適合性（意思決定に関係しない経

済現象）や非忠実な表現（当該現象と結びつかない）な情報は，意思決定に有用なも

のとはならない。目的適合性と忠実な表現がともなうことで，意思決定に有用な財務

報告が作成されるのである。（ED, par. QC14）

　つまり，情報利用にとって有用な情報がもつ固有の基本的特性について，目的適合

性（relevance）とこれと対置する特性（ひとまず信頼性（reliability）と忠実な表現
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（faithful representation）に概念上の違いがあるかどうかは無視する）との間に，両者の

基本的特性を備えることが必要であると明示しているのである。この説明にしたがえば，

会計基準設定主体の果たすべき役割は以下のとおりとなる。

　まず，会計基準設定主体は意思決定の有用性に目的適合的な経済現象の抽出あるいは選

択をおこなわなければならない。つぎに当該経済現象を意思決定に有用な会計情報として

作成するためのルールを作成しなければならない。

　そうした意味では，意思決定に有用な会計情報の作成にいたるまでの道筋が図１に示す

とおり一貫したものとなっているのである。これは先述の目的適合性が有する一つ目の意

味の理論的な説明を可能とし，支持するものである。

　それでは，情報利用者とって有用なさまざまな情報を提供することが目的適合性に適う

とする二つ目の意味について考えてみよう。会計情報の利用者が多岐にわたることを念

頭に置けば，この意味で目的適合性を説明することは，直感的に首肯できるものである。
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しかしながら，この場合，会計情報としてあつかうべき目的適合的な対象がいかなるもの

か，実ははっきりしないのである。したがって，これがはっきりしないがために，結局の

ところ，意思決定に有用なものとされる固有の基本的特性である，目的適合性ともう一方

の特性との関係をうまく説明できない。具体的には，意思決定に有用な固有の基本的特性

としての目的適合性と，もう一方の特性との間にみられるトレード・オフの関係をうまく

説明できないのである5）。

　個人的には，会計情報には多様な利害関係者が取り巻いていることから，目的適合性に

関する二つ目の意味に惹かれるところであるが，これを論理的に説明せよとなるとなかな

か上手く説明できないのである。

４　信頼性（reliability）と忠実な表現（faithful representation）との関係

　これまで，目的適合性の定義を検討するために，もう一方の意思決定に固有の基本的特

性としての信頼性と忠実な表現とが同質的なものなのか異質的なものなのか，あまり神経

質に取り上げてこなかった。しかし，目的適合性に関する論理的説明可能性として，上記

前者の意味（経済現象からの目的適合的な情報の抽出）が後者の意味（有用な意思決定の

多様性）に比して上回っていることが確認できたので，つぎに前者の意味を前提として，

信頼性（reliability）と忠実な表現（faithful representation）との同質性あるいは異質性

について考えてみよう。
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　図２に示すとおり，ＳＦＡＣ２では目的適合性（relevance）と並記される意思決定に固有

の基本的特性は，信頼性（reliability）であった。これに対して，ＦＡＳＢとＩＡＳＢとの間で

おこなわれた検討作業たるＥＤでは，図３のとおり忠実な表現（faithful representation）

へと変化している。ＳＦＡＣ２のタイトルは「会計情報の質的特性（Qual i t a t ive 

Characteristics of Accounting Information）」であり，ＥＤは「財務会計の目的および

意思決定に有用な財務報告の質的特性と制約（The Objective of Financial Reporting 

and Qualitative Characteristics and Constraints of Decision-Useful Financial Reporting 

Information）である。ＳＦＡＣ８では，「財務報告の概念フレームワーク，“第１章　一般

的な意味における財務報告の目的”と“第３章　有用な財務情報の質的特性（Conceptual 

Framework for Financial Reporting – Chapter 1, The Objective of General Purpose 

Financial Reporting, and Chapter 3, Qualitative Characteristics of Useful Financial 

Information）」である。ここでＳＦＡＣ２とＳＦＡＣ８第３章とでは，タイトルの大きな変化

はない。

　「有用な（useful）」という言葉が，ＳＦＡＣ８では付け加えられているが，ＳＦＡＣ２に

おいても意思決定に有用な会計情報とは何かが説明されていることから，ここに何か大

きな意味の追加がおこなわれたと考えなくともよいだろう。むしろ，注目すべきは，ＥＤ

にみられる「制約（constraints）」という部分であろう。ここに，ＳＦＡＣ２では意思決定
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に固有の基本的特性である目的適合性と並記された信頼性（reliability）が，忠実な表現

（faithful representation）へ置き換えられた理由があると考えられるのである。

　さて，これまでの分析のとおり，意思決定に有用な会計情報における固有の質的特性と

しての目的適合性は，所与の経済現象に対して論理的に説明可能なものである。したがっ

て，所与の経済現象から，情報利用者にとって目的適合的な現象を抽出し，これをどのよ

うに会計情報として一般化するかがポイントとなる。ただし，手続的には会計基準設定主

体が，情報利用者の意思決定に有用な会計情報を作成するために，所与の経済現象より目

的適合的と考えられる経済現象を抽出するとしても，実際に当該情報が意思決定にとって

有用なものであるか否かは，情報利用者自らが決めることとなる。

　つまり，ある特定の会計情報については，会計基準設定主体の意図とは別に，また所与

の経済現象とは無関係に，情報利用者が自ら意思決定にとって有用な情報を決定する場合

がある。

　たとえば，今，当該情報利用者が，投資有価証券の貸借対照表価額表示として公正価

値ではなく取得原価が適用され，そのことが示す意味についても理解していたとする。

しかし，この場合でも情報利用者の当該情報に対する理解可能性（understandability）

によっては，自らの意思決定に有用な情報として利用することは可能なのである。こ

のように考えると，理解可能性は図２に示すとおり，情報利用者に固有の特性（User-

Specific Qualities）と考えるべきか，図３に示されるとおり質的強化特性（Enhancing 

Qualitative Characteristics）と考えるべきかは重要である。

　ＳＦＡＣ２では，情報利用者の理解可能性は，たとえそれが目的適合的な情報であって，

信頼性のある情報であっても，有用な意思決定の程度には制約条件として影響をおよぼし

ていた。これが，ＥＤおよびＳＦＡＣ８では理解可能性は会計基準設定主体が制約条件とし

て考慮する必要が必ずしも要しないこととなっているのである。

　つまり，ＳＦＡＣ２では情報利用者の会計基準あるいは会計情報の理解可能性を顧慮

している。とくに情報利用者の理解可能性に応じて，信頼性（reliability）のある情

報が意思決定に有用な会計情報に対する固有の基本的特性であるとし，検証可能性

（verifiability）と表現の忠実性（presentational faithfulness）を当該要素として認め，

そのうえで中立性（neutrality）により下支えしていたのである。

　これに対し，ＥＤでは情報利用者の理解可能性は質的強化特性に分類される。これによ

れば会計基準設定主体が，情報利用者の理解可能性をとくに制約条件としないことへと変

化しているのである。このことは，ＳＦＡＣ８でも同様のものとなっている。

　情報利用者の理解可能性を固有の特性として理解するか，あるいは質的強化特性と理解
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するかでは，つぎのような概念上の差異を生じさせる。すなわち，図２のように理解可能

性を情報利用者固有の特性として顧慮した場合，それが目的適合的な情報であるからとい

って，信頼性を大きく損なうような会計情報の提供は，結果として情報利用者の有用な意

思決定を妨げることとなることを示しているにほかならない。

　なぜなら，この場合，会計情報の信頼性確保により，検証可能性やそれに対する表現の

忠実性が備えられることで，会計基準あるいは会計情報の理解可能性が乏しい情報利用

者にとっても確認可能性が担保されているためである。この確認可能性が担保されること

は，結果として目的適合性が有するフィードバック価値（feedback value）をも強調する

こととなる。ＳＦＡＣ２では会計基準あるいは会計情報の質的特性が，全体的な確認指向型

会計の性格を帯びるのである。

　これに対し，図３のように情報利用者の理解可能性をそれまでのような個々の情報利用

者による制約条件とせず，また目的適合性に対置する意思決定に固有の基本的特性を図３

のように忠実な表現（faithful reprensatation）に置き換えた場合，目的適合性の重要度が

それまで以上に増したことを強調するものとなっている。なぜなら，目的適合性に合致し

た経済現象の抽出と，その表現方法が強調され，特段，その情報の信頼性の有無はそれ

までよりも考慮する必要を生じさせないためである。このことは，会計情報の検証可能

性（verifiability）が同様に質的強化特性へと配置し直されていることからも明らかであ

る。

　検証可能性は，もはや意思決定に固有の基本的特性の要素ではない。図３を見る限り，

意思決定に有用であるための会計情報としてのプラスα要素でしかない。情報利用者の理

解可能性（understandability）も制約条件とはならない。ＥＤおよびＳＦＡＳＣ８では，ＳＦＡ

Ｃ２よりもますます経済現象に対する目的適合性が強調され，その忠実な表現方法がいか

なるものかを検討する必要が会計基準設定主体には生じる。

　これは，意思決定に固有の基本的特性として目的適合性と忠実な表現とが，トレー

ド・オフの関係の関係ではなくなったことを示している。つまり，ＳＦＡＣ２の信頼性

は，ＥＤやＳＦＡＣ８の忠実な表現に単に置き換えられたのではなく，忠実な表現（faithful 

representation）という特性は，この場合の目的適合性に従属的な特性となっているので

ある。

　明らかに会計基準設定主体として，会計情報の信頼性は，目的適合性の前に担保し得な

くなったことを明らかとしているのである。目的適合的な経済現象を情報利用者にとって

の有用な会計情報として忠実に表現するという，経済価値指向型会計へ目的観が変化して

いるのである。
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５　おわりに

　概念フレームワークに関する分析は，極めてやっかいなものである。なぜなら，当該概

念の説明が極めて抽象的にならざるを得ないためである。しかし，本稿における会計情報

が備えるべき意思決定に固有の基本的特性の変化について誤解を恐れずに結論づけると以

下のように言えるであろう。

　これまで会計情報はいかにあるべきかという議論が，研究者あるいは実務界において長

らくつづけられてきた。会計情報がさまざまな会計処理の集計により生起されてきたこと

を考慮すれば，それらは個々の実際取引を集計したものであり，個々の実際取引には証拠

が存在してきたか，あるいは存在することが望ましいとされてきた。減価償却のような実

際取引にはない会計処理であっても，そこには多くの情報利用者の理解と承諾があり，か

つ理論的にも説明可能な処理であったことから，信頼性を備えたものであった。

　しかし，会計情報が所与の経済現象から，情報利用者の意思決定に有用なものとなるよ

う，言うなれば経済価値の変化を表現することが強調されることで，実際取引とは必ずし

も関連性のない情報に情報価値が見出され，これを会計情報として優先することとなった

のである。すべての会計事象に市場性があり，それをいつでも確認することができるので

あれば，それもまた信頼性のある情報と言えるかも知れないが，実際には多くの経済価値

の変化を客観的に確認することは難しい。

　結果として，経済現象に特化した目的適合性を有する会計情報の提供を会計基準設定主

体の目的とする以上，経済現象にかかる経済価値の測定は，専門家に委託細分化されるこ

とは自明のことなのである。もはや会計基準設定主体としては，自らが信頼性を有する会

計情報を提供できないことをＳＦＡＣ８では表明しているにほかならない。

　しかも，それがたとえどんなに精緻な見積りによって計算されたとしても，基本的な計

算要素には過去の実際値を投入せざるを得ない。将来生じるであろうすべての経済現象を

現在の会計情報に織り込むことは不可能なのである。情報利用者の意思決定に有用な会計

情報の提供という目的観において，より強く経済現象と目的適合性との結びつきが強調さ

れればされるほど，目的適合性と信頼性は両立し得ない特性なのである。

　また，会計情報が経済現象との結びつきを強めれば強めるほど，当該会計情報により情

報利用者がさまざまな有用性のある意思決定をおこないうるかについても疑問が残る。

むしろ当該情報利用者は会計情報をとりまくすべての情報利用者を念頭に置くものではな

く，ある特定の情報利用者を念頭に置くものへと変化したと言えよう。

　本稿における会計情報の質的特性のうち，とくに目的適合性の有する二つの意味を検討

した意味は，会計そのものの質的特性の変化を確認するためのものである。ＳＦＡＣ２からＳ
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ＦＡＣ８への変化はその一つの結果である。果たして，会計情報には情報利用者の理解可能

性を制約条件とする信頼性の付帯を固有の基本的特性とすべきか，あるいは，当該情報利

用者の理解可能性を制約条件とせずに，目的適合的な経済現象をより忠実に表現すること

こそ固有の基本的特性とすべきかは，ＳＦＡＣ８公表以降もいまだ継続的な会計学上の重要

な論点として検討すべき課題である。

　なお，本稿は本学における国外留学研究制度による研究成果の一部である。




